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予算案件における目標の記載について

全ての事業を義務的事業、経常的事業、政策的事業に分類 し、下記のように整理

して記載 しています。

1 義務的事業…生活保護など扶助費全般や戸籍事務、国県事業等への負担など

。法定受託事務など法令等の目的 。趣旨と事業の目的と合致しており、市民に

安定的にサービスを提供することが目標であるため記載しません。

・市の政策としてサービスを付加する場合は記載しています。

2 経常的事業…財務会計事務、契約事務、庶務事務、施設の維持管理運営など

。行政運営に必要不可欠な財務会計事務などの内部管理事務については、滞 り

なく実施することが目標であるため記載しません。

・施設の維持管理運営は、適切な維持管理と運営により市民等が安全安心に利

用できることが目標であるため記載しません。ただし、施設の付力日価値を高

めるための取組を実施し、入館者や利用者数、利用件数や実施件数などを設

定できる場合は目標を記載しています。

3 政策的事業…上記以外の事業

・全ての事業について目標を記載しています。



所 管 委 員 会 厚生常任委員会

関 係 木安 件 議案第 13号

提  出  課 福祉課

歳出科 目 (P94～ P95) 3款 1項 1目 社会福祉総務費

単位 :千円

事 業 名 補 正 前 補 正 額 補 正 後

社会福祉総務管理費 28,989 395 40,384

主 な 補 正 財 源 主 な 経 費

寄附金 11,395 積立金 11,395

【補正理由】

篤志家からの寄附金を上越市社会福祉施設整備基金に積み立てるため、増額するもの

【補正内容】

(財源内訳)

(歳出)

<積立金に係る寄附金の状況>

<参考>上越市社会福祉施設整備基金の状況 (単位 :円 )

区 分 補正前 補正額 補正後

寄附金
社会福祉費寄附金

(社会福祉施設整備費寄附金 )

0 11,395 11,395

区 分 補正前 補正額 補正後

積立金 社会福祉施設整備基金積立金 4,010 11,395 15,405

区 分 内 訳 金額 (円 ) 合計 (円 )

令和元年度寄附金

(平成 31年 4月 ～令和 2年 1月 分)

個人 8件 11,244,666
11,394,987

団体 2件 150,271

平成 30年度末

現在高

(A)

令和元年度

積立 (見込み)

(B)

令和元年度

取 り崩 し

(C)

令和元年度末

現在高 (見込み)

(A)+(B)― (C)

429,175,789 15,404,987 0 444,580,726
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歳出科 目 (P94～ P95) 3款 1項 3目 障害福祉費

単位 :千円

事    業 名 補 正 前 補 正 額 補 正 後

障害者施設助成事業 35,456 △ 4,909 30,517

主 な 補 正 財 源 主 な 経 費

一般財源 △ 4,909 負担金補助及び交付金

△4,909

【補正理由】

グループホームの整備を予定していた事業所において、年度内の事業着工が見込めない

こと及び総事業費が当初の見込みを下回つたことから、予算を減額するもの

【補正内容】

(財源内訳)

区 分 補正前 補正額 補正後

一般財源 12,822 △ 4,909 7,913

(歳出)

区 分 補正前 補正額 補正後

負担金補助

及び交付金

グループホーム整備事業費

補助金
12,822 △ 4,909 7,913
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歳出科 日 (P94～ P95) 3款 1項 4目 障害者 自立支援費

単位 :千円

【補正理由】

介護給付・訓練等給付事業の就労継続支援B型サービスにおいて、給付費の不足が見込

まれるため、増額するもの

【補正内容】

(財源内訳)

区 分 補正前 補正額 補正後

国庫支出金 障害者 自立支援給付費負担金 363,847 17,196 381,043

県支出金 障害者 自立支援給付費負担金 181,923 8,598 190,521

一般財源 181,925 8,597 190,522

合 計 727,695 34,391 762,086

(歳出)

区 分 補正前 補正額 補正後

扶助費 就労継続支援 (B型 ) 727,695 34,391 762 086

事    業    名 補 正 前 補 正 額 補 正 後

介護給付・訓練等給付事業 3,791,856 34,391 3,826,247

主 な 補 正 財 源 主 な 経 費

国庫支出金

県支出金

一般財源

17,196

8,598

8,597

扶助費 34,391
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提  出  課 高齢者支援課

歳出科 目 (P94～ P95) 3款 1項 5目 老人福祉費

単位 :千円

【補正理由】

小規模多機能型居宅介護の開設が翌年度に繰 り繊 されることから施設開設準備経費等支

援事業費補助金を減額するほか、介護医療院の開設工事が完了したことからユニット化改

修等支援事業費補助金を減額する。また、認知症対応型共同生活介護のブロック塀の改修

工事について、国の補助金の内示があると見込まれることから、地域介護・福祉空間整備

等施設整備交付金を増額するもの

【補正内容】

(財源内訳)

区 分 補正前 補正額 補正後

国庫支出金
地域介護・福祉空間整備

等施設整備交付金
7,700 152 7,852

県支出金

施設開設準備経費等支援

事業費補助金
29,151 △ 7,551 21,600

ユニッ ト化改修等支援事

業費補助金
96,386 △ 38,326 58,010

一般財源 0 76 76

合 計 133,187 △ 45,649 87,538

(歳出)

項  目 補正前 補正額 補正後

負担金補助

及び交付金

施設開設準備経費等支援

事業費補助金
29,151 △ 7,551 21,600

ユニット化改修等支援事

業費補助金
96,386 △ 38,326 58,010

地域介護・福祉空間整備

等施設整備交付金
7,700 228 7,928

合  計 133,187 △ 45,649 87,538

事 業 名 補 正 前 補 正 額 補 正 後

福祉施設建設事業 225,002 △ 45,649 179,353

主 な 補 正 財 源 主 な 経 費

国庫支出金

県支出金

一般財源

152

△45,877

76

負担金補助及び交付金

△45 649
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<対象施設>
施設種別 整備事業者 補助金名称 交付額 ,

小規模多機能

型居宅介護
(福)上越あたご福社会

施設開設準備経費等支援事業

費補助金
7,551

介護医療院 (医)麓会
ユニット化改修等支援事業費

補助金
58,010

認知症姑応型

共同生活介護、
(有)藤田企画

地域介護・福祉空間整備等施

設整備交付金
228
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歳出科 目 (P94～ P97) 3款 1項 5目 老人福祉費

単位 :千円

事 業 名 補 正 前 補 正 額 補 正 後

五智養護老人ホーム管理運営費 255,079 △ 9,549 245,530

主 な 補 正 財 源 主 な 経 費

分担金及び負担金

一般財源

△ 9,637

88

委託料 △ 9,549

【補正理由】

入所者数が当初の見込みを下回ることから、予算を整理するもの

【補正内容】

(財源内訳)

(歳出)

<延べ入所者数> (単位 :人 )

当 初 実績見込み 比較増減

1,776 1,707 △ 69

区 分 補正前 補正額 補正後

分担金及び負担金 養護老人ホーム事務

委託負担金
72,443 △ 9,637 62 806

養護老人ホーム措置

費負担金ほか
51,060 0 51,060

一般財源 123,803 88 123,891

合 計 247,306 △ 9,549 237,757

区 分 補正前 補正額 補正後

委託料 施設管理運営業務委託料 247,306 △ 9,549 237,757
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提  出  課 国保年金課

歳出科 目 (P96～ P97) 3款 1項 5目 老人福祉費

単位 :千円

事 業 名 補 正 前 補 正 額 補 正 後

後期高齢者医療制度運営費 2,345,272 △ 8,893 2,386,879

主 な 補 正 財 源 主 な 経 費

県支出金

一般財源

△ 2,448

△ 6,445

負担金補助及び交付金

△5,630

繰出金      △3,263

【補正理由】

新潟県後期高齢者医療広域連合による事務費負担金の納付額決定に基づき負担金を減額

するほか、保I父基盤安定負担金の交付決定にあわせて後期高齢者医療特別会計への繰出金

を減額するもの

【補正内容】

(財源内訳)

区 分 補正前 補正額 補正後

県支出金 保険基盤安定負担金 317,624 △ 2,448 315,176

一般財源 2,027,648 △ 6,445 2,021,203

合 計 2,345,272 △ 8,893 2,336,379

(歳出)

区 分 補正前 補正額 補正後

負担金補助

及び交付金

事務費負担金 86,907 △ 5,630 81,277

療養給付費負担金 1,790,662 0 1,790,662

繰出金
後期高齢者医療特別会計

繰出金
467,703 △ 3,263 464,440

合 計 2,345,272 △ 8,893 2,386,379
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提  出  課 保育課

歳出科 目 (P96～ P97) 3款 2項 2目 保育所運営費

単位 :千円

事 業 名 補 正 前 補 正 額 補 正 後

公立保育所運営費 2,200,595 △ 113,516 2,087,079

主 な 補 正 財 源 主 な 経 費

国庫支出金

諾収入

一般財源

△ 7,893

△ 8,436

△ 97,187

報酬

共済費

需用費

△ 64,556

△ 13,741

△ 8,436

委託料 △ 26,783

【補正理由】

公立保育所運営費について、決算見込みにあわせて予算を整理するもの

【補正内容】

(財源内訳)

(歳出)

区 分 補正前 補正額 補正後

国庫支出金 子ども・子育て支援事業補助金 28,604 △ 7,893 20,711

諸収入
保育課雑入

(保育所職員給食費負担金 )

61,777 △ 8,436 53,341

一般財源 1,829,217 △ 97,187 1,732,030

合 計 1,919,598 △ 113,516 1,806,082

区 分 補正前 補正額 補正後

報 酬 1,139,138 △ 64,556 1,074,577

共済費 177,786 △ 13,741 164,045

需用費 446,474 △ 8,436 438,038

委託料 156,205 △ 26,783 129,422

合 計 1,919,598 △ 113,516 1,806,082
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歳出科 目 (P96～ P97) 3款 2項 2目 保育所運営費

単位 :千円

事 業 名 補 正 前 補 正 額 補 正 後

私立保育所等運営費 2,585,184 △ 60,749 2,524,435

主 な 補 正 財 源 主 な 経 費

国庫支出金

県支出金

一般財源

△ 32,274

△ 12,819

△ 15,656

委託料     △28,782

負担金補助及び交付金

△5,615

扶助費 △ 26,352

【補正理由】

私立保育園等にかかる運営費について、決算見込みにあわせて予算を整理するもの

【補正内容】

(財源内訳)

(歳出)

区 分 補正前 補正額 補正後

分担金及

び負担金
私立保育所利用者負担金 306,327 0 306,327

国庫

支出金

私立保育所等施設型給付費負担金 943,508 △ 28,531 914,977

保育所等整備交付金 46,899 △ 3,743 43,156

県支出金

私立保育所等施設型給付費負担金 441,500 △ 11,992 429,508

市町村 う蝕予防事業補助金 95 0 95

私立保育所等施設型給付費地方単

独費用県補助金
47,211 △ 827 46,384

一般財源 767,665 △ 15,656 752,009

合 計 2,553,205 △ 60,749 2,492,456

区 分 補正前 補正額 補正後

委託料 1,851,545 △ 28,782 1,822,763

負担金補助及び交付金 116,500 △ 5,615 110,885

扶助費 585,160 △ 26,352 558,808

合 計 2,553,205 △ 60,749 2,492,456
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歳出科 目 (P96～ P97) 3款 2項 2目 保育所運営費

単位 :千円

事 業 名 補 正 前 補 正 額 補 正 後

特別保育事業 257,411 △ 4,976 252,435

主 な 補 正 財 源 主 な 経 費

一般財源 △ 4,976 委託料 △ 4,976

【補正理由】

私立保育園等における障害児保育委託料について、決算見込みにあわせて予算を整理す

るもの

【補正内容】

(財源内訳)

区 分 補正前 補正額 補正後

国庫支出金 子 ども 。子育て支援交付金 12,972 0 12,972

県支出金 子ども 。子育て支援交付金 99,249 0 99,249

一般財源 145,190 △ 4,976 140,214

合 計 257,411 △ 4,976 252,435

(歳出)

区 分 補正前 補正額 補正後

委託料

障害児保育委託料 43,888 △ 4,976 38,907

地域活動事業委託料 3,849 0 3,849

延長保育促進事業委託料 32,664 0 32,664

未満児保育事業委託料 170,400 0 170,400

負担金補助

及び交付金

一時預かり事業補助金 6,252 0 6,252

障害児保育環境改善事業補助金 363 0 363

合 計 257,411 △ 4,976 252,435
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歳出科 目 (P96～ P97) 3款 2項 2日 保育所運営費

単位 :千円

事 業 名 補 正 前 補 正 額 補 正 後

公立保育所施設整備事業 537,335 △ 21,054 516,281

主 な 補 正 財 源 主 な 経 費

市債

一般財源

△ 20,200

△ 854

工事請負費   △21,054

【補正理由】

私立名立たちばな保育園 (予定)新築工事費及び南川保育園改修工事費について、決算

見込みにあわせて予算を整理するもの

【補正内容】

(財源内訳)

区 分 補正前 補正額 補正後

財産収入 社会福祉施設整備基金利子 1,644 0 1,644

市債 保育園整備事業 492,400 △ 20,200 472,200

一般財源 38,498 △ 854 87,644

合 計 532,542 △ 21,054 511,488

(歳出)

区 分 補正前 補正額 補正後

需用費 2,707 0 2,707

役務費 1,990 0 1,990

委託料 16,899 0 16,899

工事請負費 501,092 △ 21,054 480 038

備品購入費 9,251 0 9,251

負担金補助及び交付金 603 0 603

合 計 532,542 △ 21,054 511,488

- 11 -



所 管 委 員 会 厚生常任委員会

関 係 案 件 議案第 14号

提  出  課 国保年金課

令和元年度上越市国民健康保険特別会計補正予算 (第 3号)の概要

保険基盤安定負担金の交付決定及び財政安定化支援事業繰出金の確定にあわせて一般会

計繰入金を減額するとともに、収支の均衡を図るため財政調整基金繰入金を増額するもの。

【補正内容】

(歳入) :千円

款 区 分 、 補正前 補正額 補正後

1,440,035 0 1,440,035

1,263,252 △ 17,462 1,245,790

852,815 3 799 856,614

196,661 △ 21,261 175,400

6 繰入金

176,783 17,462 194,245

- 12 =



所 管 委 員 会 厚生常任委員会

関 係 案 件 議案第 18号

提  出  課 高齢者支援課

令和元年度上越市介護保険特別会計補正予算 (第 4号)の概要

【補正理由】

(1)保険料収入が当初の見込みを上回ることから、増額するもの

121 地域支援事業費及び諸支出金について、決算見込みにあわせてそれぞれ補正をする

もの

(引 保険者機能強化推進交付金の交付決定を受けたことから、財源を組み替えるもの

ほ)歳入歳出の収支の均衡を図るため、基金繰入金を減額するもの

【補正内容】

(歳入) 単位 :千円

款 区  分 補正前 補正額 補正後

1 保険料 4,703,644 31,243 4,734,887

3 国庫支出金 5,431,926 46,161 5,478,087

4 支払基金交付金 6,033,176 5,781 6,038,957

5 県支出金 3,356,397 2,840 3,359,237

7 繰入金 3,618,205 △ 63,016 3,555,189

(歳出) 単位 :千円

款 区  分 補正前 補正額 補正後

3 地域支援事業費 891,353 22,259 913,612

5 諸支出金 115,813 750 116,563

<歳入の内訳 >
○保険料

○国庫支出金

O支払基金交付金

○県支出金

○繰入金

<歳出の内訳 >
○地域支援事業費

第 1号被保険者保険料                31,243
調整交付金                      1,9o2
地域支援事業交付金 (介護予防・ 日常生活支援総合事業等)4,608
介護保険事業費補助金                △1,229

保険者機能強化推進交付金              40,880
地域支援事業支援交付金                5,781
地域支援事業交付金 (介護予防 。日常生活支援総合事業等)2,840
-般会計繰入金                    4,069
基金繰入金                     △67,085

介護予防・生活支援サービス事業

認知症対応型グループホーム利用者負担金助成事業

審査費

第 1号被保険者保険料還付金

- 13 -

○諸支出金

21,361

847
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750



所 管 委 員 会 厚生常任委員会

関 係 案 件 議案第 20号

提  出  課 国保年金課

令和元年度上越市後期高齢者医療特別会計補正予算 (第 2号 )の概要

【ネl巨■E理由J  ―             ―

保険基盤安定負担金の交付決定に伴い、一般会計からの繰入金を減額するとともに、歳

入額にあわせて後期高齢者医療広域連合納付金を減額するもの

【補正内容】

(歳入) 単位 :千円

款 区 分 補正前 補正額 補正後

3 繰入金 467,703 △ 3,263 464,440

423,499 △ 3,263 420,236

(歳出) 単位 :千円

款 区 分 補正前 補正額 補正後

2 後期高齢者医療広域連合納付金 2,002,294 △ 3,263 1,999,031

- 14 -



所 管 委 員 会 厚生常任委員会

関 係 案 件 議案第 21号

提  出  課
健康づくり推進課

地域医療推進室

令和元年度上越市病院事業会計補正予算 (第 2号)の概要

【補正理由】

いたが、スケジュールを見直した結果、今年度中に基本設計に着手 しないことから、基本

設計に係る予算を減額するもの

【補正内容】 ′

資本的収入及び支出

_ (支出) 単位 :千円

款 区 分 補正前 補正額 補正後

1 資本的支出 350,638 △ 54,956 295,682

建設改良費 147,776 △ 54,956 92 820

147,776 △54,956 92 820

―
｀
15 -



所 管 委 員 会 厚生常任委員会

関 係 案 件 議案第 35号

提  出  課 高齢者支援課

上越市介護保険条例の一部改正について

1 改正理由

消費税率の引上げを受け、低所得者に係 る介護保険料について、更なる負担軽減を

図るもの

改正内容

(1)所得の少ない第 1号被保険者についての保険料の減額賦課に係 る次に掲げる者の

保険料を次に定める額 とする。 (第 8条関係 )

ア 介護保険法施行令第 39条第 1項第 1号に掲げる者  1万 5, 600円
イ 介護保険法施行令第 39条第 1項第 2号に掲げる者  2万   300円
ウ 介護保険法施行令第 39条第 1項第 3号に掲げる者  3万 9, 700円

121(1)の 改正は、令和 2年度以後の年度分の保険料について適用 し、令和元年度分ま

での保険料については、なお従前の例によることとする。 (附則第 2項関係 )

2

3 施行期 日

規則で定める日

4 上越市介護保険条例改正案新旧対照表

(下線部分が改正箇所 )

改  正  案 改  正  前

(第 1号被保険者の保険料率 )

第 8条 略

2 略

3 略

(1)第 1項 第 1号 に該 当す る者  1万
5, CQQ円

俗)第 1頂 第 3号 に該 当す る者  3万
9,700円

(2 第 1項 第 2号 に該 当する者  2万
300

(第 1号被保険者の保険料率 )

第 8条 略

2 略

3 略

(1)第 1項 第 1号 に該 当す る者  2万

(勧  第 1項 第 3号 に該 当す る者  4万
1,700円

400

12)第 1項 第 2号 に該 当す る者  3万

- 16 -



【参考】介護保険料一覧

段 階
負担割合

軽減

第 1段階

軽減前

生活保護者及び老齢福祉年金受給者または課税

年金収入額及び合計所得金額の合計額が 80万
円以下で市民税世帯非課税の人

0,40 31,200

一部実施

(平成 27年 4月 )

0。 35 27,300

軽減幅 1/2

(令和元年度)

0.275 21,400

完全実施

(令和 2年度)

0.20 15,600

第 2段階

軽減前

市民税世帯非課税かつ第 1段階の対象者以外で

課税年金収入額及び合計所得金額の合計額が

120万 円以下の人

0.51 39,700

軽減幅 1/2

(令和元年度)

0.385 30,000

完全実施

(令和 2年度)

0.26 20,300

第 3段階

軽減前

市民税世帯非課税かつ第 1段階の対象者以外で

課税年金収入額及び合計所得金額の合計額が

120万 円を超える人

0.56 43,600

軽減幅 1/2

(令和元年度)

0.535 41,700

完全実施

(令和 2年度)

0.51 39,700

第 4段階

市民税非課税で課税年金収入額及び合計所得金

額の合計額が 80万円以下の人 (世帯内に市民

税課税者がいる場合 )

0,92 71,600

第 5段階 (基 準額 )

市民税非課税で課税年金収入額及び合計所得金

額の合計額が 80万 円を超える人 (世帯内に市

民税課税者がいる場合 )

1.00 77,800

第 6段階 市民税課税で合計所得金額が 50万円未満の人 1.15 89,500

第 7段階
市民税課税で合計所得金額が 50万 円以上 125万

円未満の人
1.20 93,400

第 8段階
市民税課税で合計所得金額が 125万 円以上 160

万円未満の人
1,34 104,300

第 9段階
市民税課税で合計所得金額が 160万 円以上 200

万円未満の人
1.35 105,100

第 10段 階
市民税課税で合計所得金額が 200万円以上 250

万円未満の人
1.65 128,400

第 H段階
市民税課税で合計所得金額が 250万円以上 350

万円未満の人
1.95 151,800

第 12段 階
市民税課税で合計所得金額が 350万円以上 500

万円未満の人
2.25 175,100

第 13段 階
市民税課税で合計所得金額が 500万 円以上 700

万円未満の人
2,60 202,300

第 14段 階
市民税課税で合計所得金額が 700万円以上 900

万円未満の人
2.70 210,100

第 15段 階 市民税課税で合計所得金額が 900万円以上の人 2.80 217,900

- 17 -



所 管 委 員 会 厚生常任委員会

関 係 案 件 議案第 36号

提  出  課 こども課

上越市妊産婦及び子どもの医療費助成に関する条例及び上越
市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用
等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の
提供に関する条例の一部改正について

1 改正理由

子育て世帯の経済的負担の軽減や、子 どもの疾病の早期発見及び早期治療に結び付

けるため、医療費を完全無料化する範囲について、これまでの小学校就学前児童に加

えて、市民税非課税世帯の小学生まで拡大するとともに、当該助成の申請手続につい

ても個人番号を利用 して簡略化するもの

2 改正内容

(1)第 1条の規定による上越市妊産婦及び子 どもの医療費助成に関す る条例の改正内

容

ア 市民税非課税世帯の小学生の保護者について、重度心身障害者医療費助成及び

ひ とり親家庭等医療費助成の助成対象者であっても子 どもの医療費助成の対象 と

することとする。 (第 3条関係 )

イ 医療費等を助成する場合に、市民税非課税世帯の小学生の保護者が医療費の自

己負担額を支払わなければならない場合又は支払つた場合を加 える。 (第 6条関

係 )

12)第 2条の規定による上越市行政手続における特定の個人を識別す るための番号の

利用等に関する法律に基づ く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

の改正内容

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第 9条

第 2項の条例で定める事務に上越市妊産婦及び子 どもの医療費助成に関する条例に

よる医療費等の助成に関する事務であって規則で定めるものを加 えるとともに、当

該事務を情報連携可能 とする。 (別表第 1、 別表第 2関係 )

(3)第 1条 の規定による改正後の上越市妊産婦及び子 どもの医療費助成に関する条例

第 3条及び第 6条の規定は、この条例の施行の 日以後に行われる医療に係 る助成に

ついて適用 し、同 日前に行われた医療に係る助成については、なお従前の例による

こととす る。 (附則第 2項関係 )

3 施行期 日

令不日2年 9月 1日

4 上越市妊産婦及び子 どもの医療費助成に関する条例及び上越市行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ く個人番号の利用及び特

定個人情報の提供に関する条例改正案新旧射照表

(1)第 1条 の規定による上越市妊産婦及び子 どもの医療費助成に関する条例の一部改

正

(下線部分が改正箇所 )
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改  正  案 改  正  前

(助成対象者 )

第 3条 略

(1)～ (9 略

僻)次 に掲げる子ども

以外

の子 どもの保護者にあっては、市が重度

の障害者 に紺 して行 う医療費の助成を受

けることができないこと。

ア 出生 した 日か ら満 6歳 に達 した 日以

後の最初の 3月 31日 までの間にある

子ども

イ 満 6歳 に津 した 日以後の最初の 4月

1日 か ら満 12歳 に達 した 日以後の最

初の 3月 31日 までの間にある子 ども

の うち市町村民税非課税世帯に属す る

子 ども          (追 加 )

15)前 号ア又はイに掲げる子 ども以外の子

どもの保護者にあつては、市がひ とり親

家庭等に対 して行 う医療費の助成 を受け

ることができないこと。

(医療費等の助成 )

第 6条 市長は、受給資格者が医療費につき

自己負担額を支払わなければな らない場合

又は支払つた場合において、当該支払額か

ら一部負担金の額を控除 して得た額 (妊 産

婦並び L隻 3_条第 4号ア及びイに掲げる子

どもの保護者 であ る受給資格者 にあつて

は、当該支払額)を助成する。

2及び 3 略

(助成対象者 )

第 3条 略

(1)～ (勧 略

に)出 生 した 日か ら満 6歳に達 した 日以後

の最初の 3月 31日 までの間にある子 ど

も (以 下 「就学前児童」 とい う。)以外

の子 どもの保護者にあつては、市が重度

の障害者 に対 して行 う医療費の助成を受

けることができないこと。

(51 就学前児童        以外の子

どもの保護者にあっては、市がひ とり親

家庭等に対 して行 う医療費の助成 を受け

ることができないこと。

(医療費等の助成 )

第 6条  市長は、受給資格者が医療費につき

自己負担額を支払わなけれ ばな らない場合

又は支払つた場合において、当該支払額か

ら一部負担金の額を控除 して得た額 (妊 産

婦 形 rド献 学 節 岬 音

__の 保護者 で ある受給資格者 にあつて

は、当該支払額)を助成する。

2及び 3 略

12)第 2条 の規定による上越市行政手続における特定の個人を識別す るための番号の

利用等に関する法律に基づ く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

の一部改正

(太枠部分が改正箇所 )

改  正  案 改  正  前

別表第 1(第 3条関係 )

個人番号利用

機関
個人番号利用事務

(略 )1 上越市長

上越市ひとり親家

別表第 1(第 3条 関係 )

個人番号利用

機関
個人番号利用事務

(略 )1 上越市長

上越市ひ とり親家
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改  正  案 改  正  前

庭等医療費助成規

則 (平成 3年上越

市規則第 1号)に
よる医療費の助成

に関す る事務 であ

つて規則で定める

もの

(追加 )

別表第 2(第 3条関係 )

1

上

越

市

長

上越 市妊産婦

及び子 どもの
地方税 関係

情報であつ

上越市妊産婦及び

子 どもの医療費助

成 に 関 す る 条 例

(日召和 48年 上越

市条例第 11号 )

による医療費等の

助成 に関す る事務

であつて規則 で定

めるもの

上越市営住宅条例

(平 成 9年上越市

条例第 42号 )に
よる市営賃貸住宅

の管理 に関す る事

務であって規則で

定めるもの

(略 )

個

人

番

号

利

用

機

関

個人番号利用

事務

特定個人情

報

(略 )

上 越 市 ひ と り

親 家 庭 等 医療

費 助 成 規 則 に

よ る 医療 費 の

助 成 に 関す る

事 務 で あ っ て

規 則 で 定 め る

もの

地方税 関係

情報、住民

票 関 係 情

報 、生活保

護 関係 情報

又 は医療保

険給付 関係

情報であつ

て規則 で定

めるもの

庭等医療費助成規

則 (平 成 3年上越

市規則 第 1号)に
よる医療費の助成

に関す る事務 であ

つて規則で定 める

もの

別表第 2(第 3条関係 )

1

上

越

市

長

上越市営住宅条例

(平 成 9年上越 市

条例第 42号 )に
よる市営賃貸住宅

の管理 に関す る事

務であって規則 で

定めるもの

(略 )

個

人

番

号

利

用

機

関

個人番号利用

事務

特定個人情

報

(略 )

上越 市 ひ と り

親 家 庭 等 医療

費 助 成 規 則 に

よ る医療 費 の

助 成 に 関 す る

事 務 で あ っ て

規 則 で 定 め る

もの

地方税 関係

情報、住民

票 関 係 情

報 、生活保

護 関係情報

又 は医療保

険給付 関係

情報であつ

て規則 で定

めるもの
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改  正  案 改  正  前

医療費助成 に

関す る条例 に

よる医療費 等
の助成 に関す

る事務 で あっ

て規則 で定 め

るもの

(追加 )

て規則で定

めるもの

条例 に よる市

営賃貸住 宅 の

管理 に関す る

事務 で あって

規則 で定 め る

もの

情報又は住

民票関係情

報であつて

規則で定め

るもの

(略 )

条例 に よる市

営賃貸住 宅 の

管理 に関す る

事務 で あって

規則 で定 め る

もの

情報又 は住

民票 関係情

報 であつて

規則 で定 め

るもの

(略 )
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所 管 委 員 会 厚生常任委員会

関 係 案 件 議案第 37号

提   出  課 こども課

上越市子どもの権利に関する条例及び上越市子ども・子育て
会議条例の一部改正について

1 改正理由

令和 2年度を初年度 とする上越市子 ども 。子育て支援総合計画の推進に当た り、子

どもの権利に関す る施策を子 ども 。子育て支援に関する施策 と一体的に推進 していく
ため、それぞれの条例で定める施策及び附属機関の規定を整備するもの

2 改正内容

(1)第 1条の規定による上越市子 どもの権利に関する条例の一部改正

ア 子 どもの権利の尊重及び保障に関する施策等に関する規定を削る。 (第 4章関

係 )

イ 上越市子 どもの権利委員会に関する規定を削る。 (第 5章関係 )

例 第 2条の規定による上越市子 ども 。子育て会議条例の一部改正

ア 上越市子 ども 。子育て会議において、子 どもの権利に関す る施策の実施状況を

調査 し、及び審議することができることとする。 (第 2条関係 )

イ 上越市子 ども 。子育て会議を組織する委員の人数の上限を 20人か ら23人 に

改める。 (第 3条関係 )

131 上越市子 ども 。子育て会議を組織す る委員の委嘱に関 し必要な準備行為は、121イ

の改正の施行前においても行 うことができることとする。 (附則第 2項関係 )

3 施行期 日

令和 2年 4月 1日 。ただ し、 2(創の改正は、公布の 日

4 上越市子 どもの権利に関する条例及び上越市子 ども 。子育て会議条例改正案新旧対

照表

(1)第 1条 の規定による上越市子 どもの権利に関する条例の一部改正

(下線部分が改正箇所 )

改  正  案 改  正  前

総則 (第 1条―第 3条 )

子 どもの権利 (第 4条―第 9条 )

子 どもの権利を尊重 し、及び保障

すべき主体 となるものの責務 (第

10条―第 14条 )

(削 除 )

目次

前文

第 1章

第 2章

第 3章

目次

前文

第 1章 総則 (第 1条―第 3条 )

第 2章 子 どもの権利 (第 4条―第 9条 )

第 3章 子 どもの権利 を尊重 し、及び保障

すべき主体 となるものの責務 (第

10条―第 14条 )

第 4章 子 どもの権利の尊重及び保障に関

す る施策等 (第 15条 ― 第 18
条 )
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改  正  案 改  正  前

(削 除 )

附 則

(削 除 )

(削 除 )

19条―第 23条 )

附 則

釘 4童 子 が 年、の 利 の尊 重 及び保 障

に関する施策等

等に係 る指針 )(施策の策定

第 15条  市 は、子 どもの権利の尊重及び保

障に関す る施策の策定及び実施 に当たつて

は、基本理念にのっとり、次に掲げる事項

を基本 として、各種の施策相 互 の有機 的 な

淳 携 狩 図 りつ つ 、 縦 的 か つ 計 画 的 に行 わ

なければ らない6

(1)子 ど (心 の最 善 の 益 を考慮 し、かつ 、

子 どモ)の 心身 の健やかな成長 を支援す る

こと。

(2)子 どヰ、がナ相域社 で守 られ 、育て られ

ることを支援すること。

(3)子 どヰ、が、 お 島 る場 面 にお い て、 い

かなる葬 もされないようにすること。

(4)子 ど {ぅ の虐待 及 い じめを防止 し、並

てバに虐待 及び い じめ を受 けて い る子 ど や、

を早期 に することぅ

(5)子 ど ぅヽの責 見を最 大 限 に尊 重 す る こ

と。

(6〕 子 が が 自 兆の 可 能 ′
l｀十力信 じ、 自身 の

成長のために努力を しようとす る意識 を

持てるようにすること。

(71 子 どもが自らの権利 を自覚す るととも

に、 そ の権利 を行イとするに当たっては、

他の人のことも思いや り、尊重す ること

がで き るよ うにすること∩

(子 どもの権利基本計画 )

笛 1 6峯 市 岳 ,■ 、 子 が ヤ、の 権 茶II の尊 重 及 び

保障に関す る施策 を総合的かつ計画的に推

進す るため、子 どイぅの権利 の尊重及 び保 障

に関す る施策の基本的な計画 (以 下 「子 ど

羊ぅの権利 本計画 Jと い うn) を定 めな け

とばならない。

2 子 ど羊ゝの権利基本計画 は、次 に掲 げ る事

項 について庁 め るものとする。

(1)子 どモ)の権 利 の 重及 び保 障 に関す る

施策の長期的な目標

(2)子 ど (ぅ の権利の 重及 び保 障 に関す る

長期的かつ総合的な施策の大綱

の の の に
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改  正  案 改  正  前

(削 除 )

(削 除 )

関す る施策を総合的かつ計画的に推進す

るために 要 な事項

3 市 岳

`ま

子 が ヰ、の権利 基 本 計 画 を庁 め る

に当たつては、子 どもの意見を反映す るよ

う

`

ち_又 ぁ /ぅ 》 )Pや、ι江 あ らか じめ に繊 市 子

どモ)の 権利委 員会 の 見を聴かなければな

らない。

4 市長 は、子 どヰ心の権利基本計画 を定 めた

ときは、凍やかにこれを公 表 しなけれ ばな

らない。

5 前 2項の規定は、子ど )ヽの 権利基本計画

の変 更 につ い て準用す る。

(市 が実施す る基本的な施策 )

第 17条  市は、子 どもの権利の尊重及び保

障が推進 され るよう、次に掲げる事項に関

十 る怖 笛 矛 る イぅの とす る ^

(1〕 子 が専、の 権 禾II t す る知識の普及及び

意識の啓発

r`,l +1竹 t耐けネ+仝不 旱 ガ ル 守 り  計 ぶ ι
「

子 ガ

ヤ、の 赤を禾II の 萱 舌 形 び 保 瞳 矛推 准 1フ オ ち ル

する社会環境の整備

(9 子 どもがその権利 を享受す るために必

要な社会環境の整備

但)次 に掲げる事項を助長するための教育

及び学習の振興

ア  子 ど や、が 白 誌 の l牽 禾Uオど理 角軍す る こ

と。

イ 子 どヰぅが 自 らの可能性 を信 じ、 自身

の 成 岳 のため t 雰 しよ うとす る音 識

を持つ ことn

ウ  イ‖] の 人矛 R セ やヽ る音 識 狩持 つ こ ル ^

い じめ の の の

害からの早期救済に必要な措置

俗)地 域社会を構成する者が行 う自発的な

子 どもの権利の尊重及び保障に関す る活

動に対する支援

(71 子 どもの権利の侵害に関す る相談窓 山

の 啓 備 、 闇 標 縄 閣 府尊 との淳 携 体 制 の整 備

その他子 どもの権利 の尊重及 び保 障 に必

要な体制の整備

(施策の実施状況の公表 )

第 18条  市長 は、毎年、子 どもの権利 の尊

重及び保障に関する施策の実施状況を議会

に報告するとともに、これを公表 しなけれ
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改  正  案 改  正  前

(削 除 )

(削 除 )

(削 除 )

(削 除 )

(削 除 )

(削 除 )

ばならない6

第 5章 上越市子 どもの権利委員会

(設置 )

第 19条 子 どもの権利の尊重及び保障に関

す る流 策 の総 合 的 か つ 計 画 的 テ」1雑 准 に メ 尊

な事項を調査審議す るため、上越市子 ども

の権利委員会 (以 下 「委員会」 とい う。 )

を置 く。

(所掌事項 )

第 20条 委員会の所掌事項は、次のとお り

とす る。

(1)子 どもの権利基本計画に関 し、第 16
条第 3項 (同 条第 5項 において準用す る

場合 を含 む∩ )に規定す る事項 を処理す

ること。

(2 市長の諮問に応 じ、子 どもの権利の尊

重及び保障に関する基本的事項及び重要

事項を調査審議すること。

13)子 どもの権利の 重 及 び保 障 に関す る

施策の実施状況を監視す るとともに、市

の施策が子 どもの権利の尊重及び保障に

及ぼす影響を評価すること。

2 委員会 は、前項各号 に掲 げ るものの ほ

か、子 どもの権利の尊重及び保障に関 し市

長に意見を述べることができる。

(組織 )

第 21条 委員会は、次に掲げる者の うちか

ら市長が委嘱す る 20 人以 内 の奉 昌狩 や、つ

て組織する。

(1)学識経験者

修)関係行政機関の職員

(31 事業者

催)教 育関係者等

15)PTA等 の代表者

(61 子 ども支援活動団体の代表者

17)公募に応 じた市民

俗)そ の他市長が必要 と認 める者

(委員の任期 )

雀 長 2峯  黍 目 全 の 参 昌
`ア

ぅイキ 期 とす  ,年 ル

し、再任 を妨げない。ただ し、委員が欠け

た場合の補欠委員の任期は、前任者の残任

期間 とする。

(委任 )

第 23条 前 3条 に定めるもののほか、委員
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改  正  案 改  正  前

(削 除 ) 会に関 し必要な事項は、規則で定める。

121 第 2条の規定による上越市子ども 。子育て会議条例の一部改正

(下線部分が改正箇所 )

改  正  案 改  正  前

(所掌事項 )

笹 の 久  J,父

(所掌事項 )

笛 の ス  H'r文

略

上越市子 どもの権利に関す る条例 (平

成 20年上越市条例第 4号 )第 1条に規

定する目的の達成のために取 り組む施策

の実施状況を調査審議すること。

(追加 )

Q略
(組織)

第 3条 子ども・子育て会議は、次に掲げる

者のうちから市長が委嘱する23人以内の

委員をもつて組織する。

は)～ (6)略  ´

は)

(2)

盟 略

(組織 )

第 3条 子ども 。子育て会議は、次に掲げる

者のうちから市長が委嘱する20人以内の

委員をもつて組織する。

住)～(6)略

住)略
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所 管 委 員 会 厚生常任委員会

関 係 案 件 議案第 38号

提  出  課 福祉交流プラザ

上越市福祉交流プラザ条例の一部改正について

1 改正理由

福祉交流プラザ内の基幹相談支援センターにおいて外部委託により実施 している障

害者に係 る各種相談業務について、令和 2年度以降、す こやかなくらし包括支援セン

ター並びに市内 11の地域包括支援センターで実施することとし、所要の改正を行 うも

の

2 改正内容

基幹相談支援センターに係 る規定を削る。 (第 3条、第 5条、第 6条関係 )

施行期 日

令不日2年 4月 1日

4 上越市福祉交流プラザ条例改正案新 旧対照表

(下線部分が改正箇所 )

3

改  正  案 改  正  前

(施設 )

第 3条 略

(1)略

121～凹 略

(利用時間)

第 5条 略

(削除 )

日曜 日、土曜 日、国

民の祝 日に関する法

律 (昭 和 23年法律

第 178号 )に規定

する休 日 (以下 「休

(休館 日)

第 6条 略

すこやかなくらし

包括支援センター

こども発達支援セ

施設名 利用時間

す こやかなくらし包括支

援セ ンター

こども発達支援センター

図書室

顕彰 コーナー

午前 8時 30
分か ら午後 5

時 15分まで

(略 )

施設名 休館 日

(施設 )

第 3条 略

(1)略

盟 基幹相談支援センター

131～ 1141 略

(利用時間)

第 5条 略

(体館 日)

第 6条 略

す こやかな くらし

包括支援センター

基幹相談支援セン

ター

こども発達支援セ

日曜 日、土曜 日、国

民の祝 日に関す る法

律 (昭 和 23年法律

第 178号 )に規定

する休 日 (以 下 「休

施設名 利用時間

す こやかなくらし包括支

援センター

基幹相談支援センター

こども発達支援センター

図書室

顕彰 コーナー

午前 8時 30
分か ら年後 5

時 15分まで

(略 )

施設名 体館 日
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改  正  案 改  正  前

ンター

病後児保育室

日」 とい う。)及び

12月 29日 か ら翌

年 1月 3日 まで

(略 )

ンター

病後児保育室

日」 とい う。)及び

12月 29日 か ら翌

年 1月 3日 まで

(略 )
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所 管 委 員 会 厚生常任委員会

関 係 案 件 議案第 1号

提  出  課 福祉課

歳出科 目 (P170～ P171) 3款 1項 1目 社会福祉総務費

単位 :千円

事 業    名 本 年 度 前 年 度 歩ヒ    聰交

社会福祉協議会費 40,270 40,483 △ 213

主 な 財 源 主 な 経 費

一般財源 40,270 負担金補助及び交付金

40,270

【目的】

上越市社会福祉協議会が取り組む地域福祉活動を支援し、当市の地域福社を推進する。

【実施内容】

(1)社会福祉協議会補助金  17,■ 2

上越市社会福祉協議会の地域福祉活動に係る経費の一部を補助する。

※福祉活動専門員の設置に対 し措置される、前年度の普通交付税の基準財政需要

額をもつて当該年度の補助金 として交付するもの

。平成 29年度…17,057

・平成 30年度…16,747

・令和元年度 …。17,325

121 やすづか学園運営費補助金  18,000
いじめや不登校で悩んでいる小学 4年生から中学 3年生までの児童、生徒を対象と

するフリースクール 「やすづか学園」の運営に係る経費の一部を補助する。

<在籍 (在学)者数等> (令和 2年 2月 1日 現在 )

学 年
人数 (人 )

出身地 (人 )

男 女 計

小学 4年 1 0 1 県内 (1)※ うち上越市 (1)

小学 6年 0 4 4
県内 (3)※ うち上越市 (3)

県外 (1)

中学 1年 2 0 2
県内 (1)※ うち上越市 (1)

県外 (1)

中学 2年 2 1 3 県内 (3)※ うち上越市 (3)

中学 3年 4 1 5
県内 (2)※ うち上越市 (1)

県外 (3)

合  計 9 6 15
県内 (10)※ うち上越市 (9)

県外 (5)
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俗)権利擁護事業補助金  5,158
権利擁護事業の実施に係る経費の一部を補助する。

・ 日常生活 自立支援事業

認知症高齢者や知的・精神に障害のある要支援者で、金銭管理などの判断能力

が不十分な人に、福祉サービスの利用手続きや生活費の管理等の支援を行う。

・法人後見事業

成年後見制度において、親族による後見や個人による第二者後見が見込めない

事案を受任するほか、成年後見制度についての啓発を行 う。

- 30 -



歳出科 目 (P170～ P171) 3款 1項 1目 社会福祉総務費

単位 :千円

【目的】

地域住民の身近な相談相手であり関係機関とのつなぎ役を担う民生委員・児童委員、主

任児童委員の活動を支援し、要配慮者を始め支援を必要とする市民が住み慣れた地域で安

心して暮らせる社会を実現する。

【2年度 目標】

・民生委員・児童委員、主任児童委員が、地域住民の身近な相談相手、関係機関とのつ

なぎ役 としての活動が実践できるよう研修会等を開催する。

・欠員地区の解消に向けて、関係する町内会への働きかけと支援を行 うとともに、担当

区域の見直し等について検討を行 う。

【実施内容】

(1)活動報償金  24,284
民生萎員・児童委員、主任児童委員が地域の相談役 としての安定 した活動を推進す

るため、活動に要する経費として支出する。

<活動報償金 (年額)>
項  目 地区協議会長 一般委員

上越市 62,200円 55,200円

新潟県 51,000円 51,000円

合 計 113,200円 106,200円

(2 上越市民生委員児童委員協議会連合会への補助金  1,863

協議会の活動を強化 し、委員の資質向上を図るため、連合会が実施する各種研修に

係る経費の一部を補助金として交付する。

<積算基礎>
人数割@4,000円 ×437人 +協議会割@5,000円 ×23地区

<主な研修>
。ブロック研修会 … 計 6回

イぐ夏数の地区民生委員児童委員協議会が合同で研修を行い、活動に役立つ知識や交

流を深める。

・全体研修 一 年 1回

外部講師を招き、広い視野を持つて活動が行えるよう必要な知識を習得する。

俗)欠員地区の解消に向けての取組  46
欠員地区の解消に向け、民生委員・児童委員が担当する区域の見直しや協力員制度

についての検討を行 う。

- 31 -

事 業 名 本 年 度 前 年 度 歩ヒ    車交

民生委員・児童委員活動費 26,527 26,874 △ 347

主 な 財 源 主 な 経 費

一般財源 26,527 報償費

旅費

需用費

24,284

96

17

役務費

負担金補助及び交付金

1,

217

913



提  出  課 高齢者支援課

歳出科 目 (P172～ P173) 3款 1項 1目 社会福祉総務費

単位 :千円

事 業 名 本 年 度 前 年 度 歩ヒ    車交

要援護世帯除雪費助成事業 55,318 57,308 △ 1,990

主 な 財 源 主 な 経 費

寄附企

一般財源

1

55,317

需用費

役務費

扶助費

10

1,637

53,671

【目的】

自らの力で除雪することが困難なひとり暮 らし高齢者などの要援護世帯に対 し、屋根、

玄関前、その他の日常生活上欠くことのできない場所における除雪作業に要する費用の一

部を助成することで、冬期間における雪害事故を防止 し、安心できる生活の確保 と福祉の

増進を図る。

【2年度目標】

適切かつ確実な助成の実施とともに、引き続き、要援護世帯にかかる除排雪費用の把握

及び近年の降雪状況を踏まえて必要経費の分析・検証を行い、適切な助成内容の検討を行

う。

【実施内容】

(1)対象世帯

区 分 紺象世帯

高 齢 者 世 帯

・65歳以上の高齢者のみの世帯      ・

・60歳以上の人のみの世帯で、世帯員に寝たきりの人がいる
世帯

・65歳以上の高齢者又は 60歳以上の寝たきりの人と児童の

みの世帯

ひ と り暮 ら し

高 齢 者 世 帯
・65歳以上又は 60歳以上の寝たきりの人の単身世帯

母子 。父子世帯 ・配偶者のいない女性若 しくは男性 と児童のみの世帯

準 母 子 ・

準 父 子 世 帯

・配偶者のいない女性若 しくは男性 と児童及び 65歳以上の

高齢者のみの世帯

障 害 者 世 帯

。身体障害者手帳 1級から4級までの交付を受けている人 と
60歳以上の人のみの世帯

。身体障害者手帳 1級から4級までの交付を受けている人 と

児童のみの世帯
。身体障害者手帳 1級から4級までの交付を受けている人の

みの世帯

・知的に障害のある人の属する世帯等で、上記に準ずる世帯そ の 他 の 世 帯

※児童…18歳 に達する日以降の最初の 3月 31日 までの間にある人
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121 対象 としない世帯

次に該当する場合は、上記(1)の 対象世帯であつても助成の対象としない。
・市民税所得割が課税の世帯

・生活保護世帯 (生活保護費で支給するため)

・ 自己の労力で除雪ができると認められる世帯
。冬期間に自宅が不在となる世帯

・同一家屋内 (敷地内含む)で親 と子がそれぞれ世帯主になっている場合など、実質

的に労力のある親族 と同居 している世帯

・他の世帯に属する人の所得税法に規定する扶養親族 となっている人がいる世帯

131 助成限度額 (一冬期間の 1世帯当たりの上限額)

多雪区域

※積雪深が 2mを超える地域
その他の区域

65,600円 41,000円

14)助成世帯数、助成額

区 分 平成 30年度
令和元年度

(1月 末現在)
令和 2年度

区 域 月U 多雪 その他 多雪 その他 多雪 その他

助成世帯数 (世帯) 543 850 13 0 557 1,057

助成額 (千円) 22,759 11,085 84 0 29,030 24,641

平均助成額 (円 ) 41,913 13,041 6,462 0 52,118 23,312

助成世帯数 (世帯) 1,393 13 1,614

助成額 (千円) 33,844 84 53,671

- 33 -



提  出  課 福祉課

歳出科 目 (P172～ P173) 3款 1項 1目 社会福祉総務費

単位 :千円

事 業 名 本 年 度 前 年 度
"ヒ

    車交

市民いこいの家管理運営費 15,333 15,218 115

【目的】

家族やグループが′泌身のリフレッシュと健康増進を図る目的で、気軽に利用できる憩い

の場を提供するため、施設の円滑な運営及び施設設備の適切な維持管理を行 う。

【2年度目標】

年間利用者数  54,000人
(平成 29年度 :53,265人、平成 30年度 :53,403人、令和元年度見込み :52,000人 )

【実施内容】

(1)指定管理者

株式会社 新潟ビルサービス (指定期間 :平成 31年 4月 1日 ～令和 4年 3月 31日 )

121 業務内容

施設及び設備の維持管理並びに利用の承認

<施設の概要>
但)所在地

上越市石橋 1丁 目 1番 3号 (平成 6年 4月 開設)

12)構造等

鉄骨造一部 2階建 延床面積 1,072.84ピ

13)施設内容

和室、多目的室、浴場など

士 ― な  財 ― 浜 主 ― な ― 経 ― 費

一般財源 15,333 需用費

委託料

635

14,698
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歳出科 目 (P172～ P173) 3款 1項 1目 社会福祉総務費

単位 :千円

【目的】

社会奉仕の精神で更生保護活動を行う上越地区保護司会と更生保護女性会に対し、支援

を行 うことにより、犯罪のない安全 。安心な地域社会の実現を図る。

【実施内容】

<団体の概要>
(1)上越地区保護司会  1,970
・保護司法に基づき法務大臣から委嘱された保護司により組織 された団体

・保護司の身分は、非常勤の国家公務員 (無報酬 )

・保護司現員数 69人、保護観察件数 34件 (いずれも令和 2年 1月 1日 現在 )

。「更生保護サポー トセンター」を福祉交流プラザ内に開設 し、保護観察対象者等への

面接場所の提供のほか、地域の関係機関との連絡調整などを行い、更生保護活動の

発展と充実強化を図つている。

121 更生保護女性会  152
・女性の立場から、更生保護に取 り組むボランティア団体

・犯罪や非行の防止、青少年の健全育成のための活動など幅広い活動に取 り組んでい

る。

・令和元年度会員数 :331人 (令和 2年 1月 1日 現在)

事 業    名 本 年 度 前 年 度
"ヒ

    車査

保護観然費 2,122 2,122 0

主 な 財 源 主 な 経 費

一般財源 2,122 負担金補助及び交付金

2,122
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歳出科 目 (P172～ P173) 3款 1項 1目 社会福祉総務費

単位 :千円

【目的】

誰もが安心して暮らせる社会をつくるため、市民が相談しやすいよう福祉総合窓ロセン

ターを設置するとともに、事業の効率的な運営を推進する。

【実施内容】

(1)窓 日相談業務の委託  2,321
木田庁舎の福祉総合窓ロセンターに手話通訳ができる福祉相談員 1人を配置し、聴

覚に障害のある人の相談に常時対応できる体制を整えるとともに、身体障害者手帳等

の申請・受付業務等の福祉に関する相談業務を行う。

12)会計年度任用職員の配置 (12人) 21,172
福祉総合窓ロセンター等に福祉相談員 4人及び各種福祉業務の事務職 8人を配置す

る。

131「上越市のふくし」の作成

健康福祉事業の実施状況や制度の概況、各種福祉関係データなどをまとめた「上越

市のふくし (令和 2年版)」 を発行する。

14)庁用車 (5台 )の管理  1,421              .
燃料費、修繕料、手数料、保険料、有料道路使用料、自動車重量税

修)上越市社会福祉施設整備基金

・令和元年度末現在高  444,580,726円 (見込み)

。平成 30年 7月 30日 発行の神奈川県第 87回 20年公募公債を購入

・基金の運用利子については、社会福祉施設の整備費用に充当する。

※令和 2年度は、3款 2項 2日 の公立保育所運営費に充当 (1,662千円)

事 業 名 本 年 度 前 年 度 歩ヒ    車交

社会福祉総務管理費 25,880 24,979 851

主 な 財 源 主 な 経 費

国庫支出金

県支出金

一般財源

710

355

24,765

報酬

職員手当等

共済費

17,217

572

2,832

旅費

需用費

委託料

626

1,566

2,321
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歳出科 目 (P172～ P173) 3款 1項 1目 社会福祉総務費

単位 :千円

事 業 名 本 年 度 前 年 度 歩ヒ    較

福祉業務管理システム開発・運営費 5,781 5,781 0

主  な  財  源 主 な 経 費

一般財源 5,781 使用料及び賃借料  5,781

【目的】

各種福祉サービス利用者の情報を上越市福祉業務管理システムで一元管理することによ

り、情報を共有 し、利用者の手続きの簡素化と事務処理の迅速化を進め、市民の利便性の

向上を図る。

【実施内容】

(1)生活保護システムの賃借料  5,757
契約期間 :平成 30年 3月 1日 から令和 5年 2月 28日 まで (60か月)

121 レセプ トオンラインシステム回線使用料  24
① 概要

社会保険診療報酬支払基金からレセプ トデータを取得するためのシステム回線使

用料

② データの取得が必要な業務
。重度心身障害者医療費助成制度 (福祉課)

・子ども医療費助成制度、ひとり親家庭等医療費助成制度、妊産婦医療費助成制度

(こ ども課)
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歳出科 目 (P172～ P175) 3款 1項 1目 社会福祉総務費

単位 :千円

事 業 名 本 年 度 前 年 度 レヒ    車交

生活困窮者 自立支援事業 36,093 28,346 7,747

主 な 財 源 主 な 経 費

国庫支出金

一般財源

25,703

10,390

旅費

委託料

扶助費

11

35,258

824

【目的】

生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮者の状態に応じた包括的かつ継続的な支援を

実施し、困窮状態からの脱却、早期自立を促すとともに、地域における自立・就労支援等の

体制を構築する。

【2年度目標】

生活困窮者が身近な地域で支援につながりやすい体制を整えるため、地域包括支援セン

ターに相談機能を一元化するなど、個々の実情に応じた包括的かつ継続的な自立支援を行

う。

【実施内容】

(1)生活困窮者自立支援事業  35,269
① 対 象 者  就労の状況、心身の状況、地域社会との関係性その他の事情により、

現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができなくなる

おそれのある人

② 実施事業

事業名 事業内容 補助率

自立相談支援事業
対象者の個別支援計画を策定 し、自立に向けた相談

支援を行 うほか、地域のネットワークづくりを担 う。
3/4

就

労

準

備

等

支

援

事

業

就労準備支援

事業

生活 リズムが崩れている、就労意欲が低下 している

など、就労に向けた準備が整つていない人に対 し、

状況に応 じたプログラムを開発 し、一般就労への移

行を段階的に進める。

2/3

家計改善支援

事業

家計に課題を抱える人に対 し、専門的な助言を行い、

自らが家計を管理する力を高められるよう支援を行

う。

2/3

一時生活支援

事業

住居が無い急迫 した生活困窮者に対 し、一時的に宿

泊場所を提供 し、生活の建て直しを行 う。
2/3

令和 2年度から、自立相談支援事業 (■ か所の地域包括支援センタ

ーにて実施)と 就労準備等支援事業に分け、外部委託
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修)住居確保給付費

① 舟 象 者

② 要  件

③ 事業内容

④ 支 給 額

⑤ 支給期間

824

離職等により、住居を失つた又は失 うおそれのある人

離職後 2年以内かつ 65歳未満で、一定の収入額以下の人等

求職活動期間における住宅維持のための家賃を支給するとともに就

職活動の支援を行 う

生活保護費の住宅扶助基準額以内の額 (例 :単身世帯 32,000円 )

3か月 (一定の条件のもと最長 9か月まで受給可能)
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歳出科 目 (P174～ P175) 3款 1項 1目 社会福祉総務費

単位 :千円

事 業 名 本 年 度 前 年 度 歩ヒ    車交

かきざき福祉センター管理運営費 5,287 4,839 448

主 な 財 源 主 な 経 費

使用料及び手数料

諾収入

一般財源

457

42

4,788

需用費

役務費

委託料

1,940

33

3,111

使用料及び賃借料   203

【目白勺】

柿崎区における各種福祉団体等の活動の拠点として、市民の健康増進と福祉の向上を図

るためのサービスを提供するとともに、適切に施設設備の維持管理を行う。

【2年度目標】

年間利用者数 14,000人

(平成 29年度 :13,501人、平成 80年度 :13,416人、令和元年度見込み :13,500人 )

【実施内容】

(1)運営管理

施設の利用受付、承認

12)維持管理

光熱水費、清掃、
商
警備、各種設備保守、修繕等

(3)その他

介護予防事業における通いの場として活用

<施設の概要>
(1)所在地

上越市柿崎区柿崎 558番地 1(平成 16年 12月 開設 )

12)構造等

木造一部 2階建 延床面積 776.76だ

13)施設内容

生きがい支援室 (機能訓練室)、 会議室、子育て支援室、ボランティア研修室など

(4)その他

平成 27年度から直営施設 として維持管理
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提  出  課 福祉交流プラザ

歳出科 目 (P174～ P175) 3款 1項 1目 社会福祉総務費

単位 :千円

事 業 名 本 年 度 前 年 度 ,ヒ    車交

福祉交流プラザ管理運営費 42,091 39,436 2,655

主 な 財 源 主 な 経 費

使用料及び手数料

諸収入

一般財源

2,182

1,107

38,802

報酬

共済費

需用費

1,596

261

13,578

役務費

委託料

使用料及び賃借料

1,800

23,407

1,354

【目的】

福祉の交流拠点施設として、障害のある人を含む子どもから高齢者の福社の増進に必要

な支援を行 うとともに、市民が集い交流する場を提供することにより、互いに支え合いな

がら自立した社会生活を営み、誰もが住み慣れた地域で安心して暮 らせるまちを実感でき

るように円滑な運営を図る。

【実施内容】

(1)運営管理  14,832

施設の利用受付、承認、館内事業所連絡会議

12)維持管理  27,219
光熱水費、清掃、警備、各種設備保守、修繕等

俗)その他  40
館内事業者で組織する実行委員会による「ふれあいフェスタ」を実施 し、障害のあ

る人等 との交流を深めるとともに、施設の利用促進を図る。

<施設の概要>
(1)所在地

上越市寺町 2丁 目20番 1号

12)構造等

鉄筋コンクリー ト造 (一部鉄骨造)8階建 (一部 2階建 )

建築面積 8,111.45だ 、延床面積 6,317.60ポ

13)敷地面積

21,444.84ピ
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提  出  課 国保年金課

歳出科 目 (P174～ P175) 3款 1項 2日 国民年金費

単位 :千円

事 業 名 本 年 度 前 年 度 〉ヒ    屯交

国民年金費 6,089 5,288 801

【目的】

国民年金の第1号被保険者 (自 営業者・農林漁業者 。学生 。無職の方などで20歳以上60歳

未満の人)に係る届出や免除申請及び各種基礎年金の裁定請求等の受付業務を、国からの

法定受託事務として実施する。

【実施内容】
。第 1号被保険者 (20歳到達者を含む。)加入届の受付

。国民年金保険料免除、納付猶予申請、学生納付特例申請の受付

・老齢、障害、遺族基礎年金の裁定請求の受付

・特別障害給付金申請の受付

・年金受給者及び第 1号被保険者死亡に伴 う各種申請、届出の受付

・老齢福祉年金に係る異動等届出の受付

・啓発、相談業務

<第 1号被保険者数の推移 > (単位 :人 )

主 な 財 源 主 な 経 費

国庫支出金 6,089 報酬

共済費

旅費

4,058

699

174

需用費

委託料

使用料及び賃借料

区 分 平成 29年 12月 末 平成 30年 12月 末 令和元年 12月 末

第 1号被保険者数 15,788 15,209 14,655
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提  出  課 福祉課

歳出科 目 (P174～ P177) 3款 1項 3日 障害福祉費

単位 :千円

事 業 名 本 年 度 前 年 度 〉ヒ    較

障害福祉総務管理費 13,344 12,626 718

【目的】

障害者総合支援法に基づく制度の適正な運用に努め、審査会及び支給決定事務を円滑に

行 うとともに、障害のある人が安心して生活できるよう、地域の実情に即した障害者福祉

の推進を図る。

【2年度目標】

認定調査、審査会及び支給決定会議事務を適切に行い、サービス利用希望者が速やかに

希望のサービスを利用できるようにする。

【実施内容】

但)障害支援区分等審査会及び支給決定関係経費  9,667
・障害支援区分等審査会 (委員 15人 :医師、社会福祉士、精神保健福祉士等)

・障害支援区分認定調査員 (会計年度任用職員 2人 )

・主治医意見書作成、その他支給決定に関する事務費等 (受給者証発行等)

(2)その他事務費等  3,677
・障害福祉ハン ドブック作成

・ヘァレプカー ドの作成・配布

。障害者福祉計画作成

4,000音Б

150本文

430吉Ь

主  な  財  源 主  な― 経 ―費

一般財源 13,344 報酬

共済費

旅費

5,949

648

238

需用費

役務費

使用料及び賃借料

504

5,499

274
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歳出科 目 (P176～ P177) 3款 1項 3日 障害福祉費

単位 :千円

事 業 名 本 年 度 前 年 度 歩ヒ    屯交

重度心身障害者医療費助成事業 464,332 469,617 △ 5,285

主 な 財 源 主 な 経 費

県支出金

繰入金

諸収入

206,751

25,043

25,640

一般財源 206,898 報償費

需用費

委託料

1

113

9,105

扶助費 455,113

【目的】

重度心身障害者に対し、医療費の一部を助成することにより障害者の保健の向上に寄与

するとともに福祉の増進を図る。

【実施内容】

(1)制度概要

対象者にかかる医療費の自己負担額 (1～ 3割)から本制度で定める一部負担金 (病

院等の窓日で支払う金額)を控除した額を助成する。

一部負担金 (医療機関ごとに精算)

。外 来  1か月 4回までは 1回 530円 (5回 日以降は無料)

・入 院  1日 1,200円
。薬剤費  調剤薬局での薬剤費は無料

12)対象者

身体障害者手帳 1～ 3級、療育手帳A又は精神障害者保健福祉手帳 1級所持者 (所得

制限あり)

・受給者数 5,120人 (令和元年 12月 末 日現在)

<事業内訳 >

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②―①当初予算① 実績見込み

件数 (件 ) 120,872 118,807 118,502 △ 2,370

事業費合計 (千 円) 469,617 468,841 464,332 △ 5,285

2 1 1 △ 1

103 96 113 10

9,152 9,130 9,105 △ 47

460,360 459,614 455,113 △ 5,247
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歳出科 目 (P176～ P177) 3款 1項 3目 障害福祉費

単位 :千円

事 業 名 本 年 度 前 年 度 歩ヒ    車交

特別障害者手当給付等事業 157,794 158,423 △ 629

主 な 財 源 主 な 経 費

国庫支出金

一般財源

96,767

61,027

役務費

扶助費

6

157,788

特別障害者手当や在宅介護手当の支給を行 うとともに、心身障害者オ夫養共済制度掛金及び

精神障害者入院医療費の助成を行い、障害のある人等の経済的負担の軽減 と福祉の増進を図

るもの

○特別障害者手当等  129,024

【目的】

在宅で生活する重度の障害がある人に対して、障害による精神的、身体的な負担を軽

減する一助として手当を支給する。

【2年度目標】

窓日等において、制度内容及び認定要件の丁寧な説明を徹底し、制度の対象となる人

に適正な給付を行う。

【実施内容】

(1)特別障害者手当
。在宅で生活する 20歳以上の人で重度の障害があり、日常生活において常時介護を

必要とする人に月額 27,200円 を支給する。

・受給者数 332人 (令和 2年 1月 末 日現在)

(2)障害児福祉手当
。在宅で生活する 20歳未満の人で重度の障害があり、日常生活において常時介護を

必要とする人に月額 14,790円 を支給する。

・受給者数 101人 (令和 2年 1月 末 日現在 )

※各手碧の支給月額については、令和元年全国消費者物価指数の物価変動率により改

定となる見込み。

<事業内訳>

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②―①当初予算① 実績見込み

特別障害者手当
件数 (件 ) 4,086 3,956 4,128 42

支給額 (千円) 111,140 107,431 112,282 1,142

障害児福祉手当
件数 (件 ) 1,285 1,154 1,132 △ 153

支給額 (千円) 19,005 17,041 16,742 △ 2,263

合 計
件数 (件 ) 5,371 5,110 5,260 △ 111

支給額 (千円) 130,145 124,472 129,024 △ 1,121
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○在宅介護手当  16,551
【目的】

在宅で生活する重度の障害のある人を介護又は介助している人に手当を支給し、障害

のある人の日常生活の安定と福祉の増進につなげる。

【2年度目標】

対象等級の手帳交付時に制度周知を徹底し、制度の対象となる人に適正な給付を行う。

【実施内容】

・対象者

在宅で一定の基準以上の障害のある人 (介護保険法に定める要介護認定者を除く)

を常時介護 している人

(1)介護手当

・療育手帳A又は身体障害者手帳 1・ 2級の交付を受けている重度の障害のある人を

常時介護 している人に月額 5,000円 を支給する。

・受給者数 265人 (令和 2年 1月 末日現在)

(2)介助手当

・身体障害者手帳 1・ 2級の交付を受けている中・軽度の障害のある人を常時介護 し

ている人に年額 20,000円 を支給する。 (年度途中で認定になった場合は月割 りで

支給 )

・受給者数 51人 (令和 2年 1月 末 日現在 )

<事業内訳 >

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②―①当初予算① 実績見込み

介護手当
件数 (件 ) 3,030 3,070 3,108 78

支給額 (千円) 15,150 15,350 15,540 390

介助手当
件数 (件 ) 58 52 55 △ 3

支給額 (千円) 1,161 1,003 1,011 △ 150

合計
件数 (件 ) 3,088 3,122 3,163 75

支給額 (千円) 16,311 16,353 16,551 240

○心身障害者扶養共済制度掛金助成  1,464
【目的】

障害のある人を扶養 している保護者が、毎月一定額の掛金を出し合い、保護者に死亡

等があつたときに残 された障害のある人に年金を支給する保護者の相互扶助精ネ申に基づ

く共済制度の一部を補助することで、経済的負担の軽減を図る。

【2年度目標】

共済制度加入者に対し、掛金の月数に応じた助成金を年 2回 (前期、後期)適切に支

給し、経済的負担の軽減を図る。
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【実施内容】
。対象者

市内に居住する新潟県心身障害者扶養共済制度条例に基づく共済制度の加入者

(平成 25年度以降新規加入者は助成姑象外)

・共済制度の 1日 目の掛金の 3分の 1を助成する。

・掛金助成対象者数 39人 (令和 2年 1月 末 日現在 )

<事業内訳 >

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②―①当初予算① 実績見込み

件数 (件 ) 520 522 498 △ 22

助成金額 (千円) 1,506 1 506 1,458 △ 48

手数料 (千円) 6 6 6 0

○精神障害者入院医療費助成  10,755
【目的】

精神に障害のある人の入院に係る医療費の一部を助成することにより、経済的負担の

軽減を図る。

【2年度目標】

制度の対象となる全ての人が助成を受けることができるよう、福祉相談員や医療機関

等と連携し、適切に給付を行う。

【実施内容】

・精神障害者保健福祉手帳又は療育手帳所持者で、精神科病院の精神科病床に入院 して

いる人に月額 5,000円 を助成する (所得制限あり、申請月から助成 )。

・受給者数 180人 (令和 2年 1月 末 日現在 )

<事業内訳>

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②―①当初予算① 実績見込み

件数 (件 ) 2,091 2,077 2,151 60

助成金額 (千円) 10,455 10,385 10,755 300
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歳出科 目 (P176～ P177) 3款 1項 3目 障害福祉費

単位 :千円

事 業 名 本 年 度 前 年 度 歩ヒ    車交

障害者施設助成事業 14,196 35,456 △ 21,260

主 な 財 源 主 な 経 費

一般財源 14,196 負担金補助及び交付金

14,196

社会福祉法人等に対 し、障害者施設の建設費や運営費等を負担又は補助するとともに、施

設の運営安定化等に向けた事業を実施するなど、障害のある人が自立した日常生活及び社会

生活を営むことができるよう、必要な障害福祉サービス基盤の整備を推進するもの

○障害者施設建設費等助成  896
【目的】

障害者施設の黛設費及び運営費に対し、負担金を交付することにより、障害のある人

の生活訓練、職業訓練及び福祉就労の場を確保する。

【実施内容】

(1)障害者施設の建設資金借入の償還金に係る負担金 46

施設の名称
令和元年度

交付額①

令和 2年度

交付額②

比較増減

②―①

交付年度

開始 終 了

たけのこ会 (妙高市) 46 46 0 H19 R3

合 計 46 46 0

121 障害者施設の運営費に係る負担金  850
知的障害者入所更生施設やひこの里入所者に係る施設運営費負担金

○グループホーム・ケアホーム整備事業  3,300
【目的】

障害のある人の地域生活の場として大きな役割を担 うグループホームの整備を推進 し、

障害のある人が地域で安心して暮らせる場を確保する。

【2年度目標】

障害のある人のニーズを踏まえ、施設整備に取り組む事業所に支援をすることで、障

害のある人の地域生活の場として大きな役割を担うグループホームの整備促進を図る。
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【実施内容】

グループホームを整備する社会福祉法人等に施設整備費の一部を助成する。

(1)対象施設数  1施設

121 対 象 事 業  ・新築、増築、改築によリグループホームを整備する事業

・グループホーム以外の建築物 (空 き家を含む)の購入又は改築に

よリグループホームを整備する事業

・グループホーム以外の建築物 (空 き家を含む)を賃借 し、改修に

よリグループホームを整備する事業

131 補 助 金 額  。国県補助採択事業  :補助対象経費の 1/8(上限額 3,300千円)

・国県補助採択外事業 :補助対象経費の 1/4(上限額 3,300千円)

<事業内訳 >

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②―①当初予算① 実績見込み

対象施設数 (か所) 4 3 1 △ 3

補助金額 (千円) 12, 822 7,677 3,300 △ 9,522

○障害福祉サービス事業所整備事業  10,000
【目的】

障害のある人の日中活動の場である障害福祉サービス事業所 (生活介護、訓練、就労

支援等)の整備を行うことにより、障害のある人が地域で安心して生活できる場を確保

する。

【2年度目標】

障害のある人のニーズを踏まえ、障害のある人の日中活動 (生活介護、訓練、就労支

援等)の場である障害福祉サービス事業所の施設整備に取り組む事業所に支援を行い、

障害のある人が地域で安心して生活できる場を確保する。

【実施内容】

障害福祉サービス事業所を整備する社会福祉法人等に施設整備費の一部を助成する。

(1)対象施設数  1施設

(2)対 象 事 業  。新築、増築、改築又は改修により障害福祉サービス事業所を整備

する事業
。障害福祉サービス事業所以外の建築物 (空 き家を含む)の購入又

は改築により障害福祉サービス事業所を整備する事業

・障害福祉サービス事業所以外の建築物 (空 き家を含む)を賃借 し、

改修により障害福祉サービス事業所を整備する事業

13)補 助 金 額 ・国県補助採択事業  :補助対象経費の 1/8(上限額 10,000千円)

。国県補助採択外事業 :補助対象経費の 1/4(上 限額 10,000千円)

<事業内訳>

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②―①当初予算① 実績見込み

対象施設数 (か所 ) 2 2 1 △ 1

補助金額 (千円) 19,949 15,243 10,000 △ 9,949

- 49 -



歳出科 目 (P176～ P177) 3款 1項 3目 障害福祉費

単位 :千円

事 業 名 本 年 度 前 年 度 歩ヒ    車交

住環境等整備事業 850 850 0

主 な 財 源 主 な 経 費

県支出金

一般財源

負担金補助及び交付金 850

【目的】

障害のある人の専用居室の改造等に必要な費用の助成を行い、住み慣れた住宅で安心し

て自立した生活を送ることができるよう、身体状況に適した住環境整備を促進する。

【2年度 目標】

制度対象者及び対象条件について、障害福祉ハン ドブック等で周知を図 り、障害のある

人の身体状況に適 した住環境整備を促進するとともに、整備にかかる経済的な負担軽減を

図る。

【実施内容】

障害者住宅整備補助金 (障害者向け住宅 リフォーム助成)

玄関・浴室 。トイレ・居室・廊下等の改造、段差解消機 。階段昇降機・ホームエ レベ

ーターの設置等に係る費用の一部を助成する。

・対 象 者  身体障害者手帳 (個別等級)1・ 2級又は療育手帳Aの交付を受けて

いる人で、世帯の総収入が 600万円未満の人

・助成上限額  50万円 (た だし、障害者 日常生活用具給付事業姑象者は 30万円)

。助 成 率  生活保護世帯 10/10、 所得税非課税世帯 3/4、 その他世帯 1/2

<事業内訳 >

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②―①当初予算① 実績見込み

件数 (件 ) 3 3 3 0

助成金額 (千円) 850 850 850 0
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歳出科 目 (P176～ P177) 3款 1項 3目 障害福祉費

単位 :千円

事 業 名 本 年 度 前 年 度 歩ヒ    車交

心身障害者福祉団体助成費 1,913 1,950 △ 37

主 な 財 源 主 な 経 費

一般財源 1,913 負担金補助及び交付金

1,913

【目的】

障害のある人の自立と社会参加を促進するため、自主的に活動を行う福祉関係団体に補

助金を交付し、障害のある人の地域活動の支援を図る。

【2年度目標】

福祉関係団体と連携し、会員数の増加に向けた方策の検討と実践に取り組み、会員数の

増加を図る。

【実施内容】

障害のある人やその家族等で組織される 9団体を統括する上越市心身障害者福祉団体連

合会に補助金を交付し、各団体が行う自立と社会参加に向けた活動を支援する。

<構成団体> (平成 31年 1月 末 口現在)

団体区分 団 体 名 会員数 (人 )

身体 上越市身体障害者連絡協議会 534

知 的

上越地区手をつなぐ育成会 206

上越市浦)「 1原手をつなぐ育成会 30

頸北手をつなぐ育成会 88

名立手をつなぐ育成会 5

精神 上越市家族会 97

重症心身障害等 上越市肢体不自由児者父母の会 85

視覚 上越市視覚障害者福祉協会 54

聴覚 上越市ろう協会 29

合 計 1,128

<補助金の内訳> (団 体育成費の算出は、前年度 1月 末の会員数から算出)

項  目 金額 (千円) 内 訳

団体育成費 1 503
団体区分ごと 100,ooo円
会員 1人当たり  800円

連合会事業費 410 研修会等

合 計 1,913
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歳出科目 (P176～ P177) 8款 1項 3日 障害福祉費

単位 :千円

障害のある人の生活を地域全体で支えるため、関係機関の連携強化を図 り、住み慣れた地

域で安心して暮 らすことができる地域包括ケアシステムの構築に向けた事業を実施するもの

○上越市自立支援協議会  285
【目的】

障害のある人の地域生活を支援するため、障害者福祉における関係者が情報を共有し、

課題等について協議を行うことにより、地域における障害者福祉の充実を図る。

【2年度目標】

上越市自立支援協議会の開催を通じて、地域の障害者福祉に関する課題解決に向けた

議論を進め、市の施策に反映するとともに関係者のネットワークの強化を図る。

【実施内容】

障害者基本法、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児

童福祉法の規定に基づく上越市第 6期障害福祉計画 。第 2期障害児福祉計画の策定に当

たり、当該計画の見直しに係る協議を行 う。

※相談支援事業者、障害福祉サービス事業者、保健・医療関係者、障害者団体、教育関

係者、就労・雇用関係者、学識経験者等の委員で構成

○上越市福祉有償運送運営協議会  50
【目的】

道路運送法に基づき、福祉有償運送の必要性や実施に伴う安全確保、旅客の利便確保

の協議を行い、利用者の立場に立った運送を実施する。

【2年度目標】

運転手の確保、交通事業者との連携など福祉有償運送の運営に関する課題について協

議を行い、継続的な運営に向けた支援を行うとともに、地域の実情を踏まえた障害のあ

る人の移動手段を確保する。

【実施内容】

道路運送法に基づき、市内のNPO法人等による福祉有償運送の必要性や実施に伴 う

安全確保、旅客の利便や運転ボランティアの確保等について協議を行 う。

※運送事業者、利用者、学識経験者、社会福祉法人、NPO法人代表等の委員で構成

- 52 -

事 業 名 本
.年

度 前 年 度 歩ヒ    屯交

上越市障害児 (者)福祉ネットワーク

構築事業
703 676 27

主 な 財 源 主 な 経 費

一般財源 703 報償費

旅費

需用費

43

37

役務費 268



○上越市障害者差別解消支援地域協議会  368
【目的】

障害のある人が差別されることなく、地域で安心して生活できる環境づ くりを推進す

るため、差別が生じないよう法の主旨を広く市民に周知・啓発するとともに、関係機関

と取組について協議や連携を図りながら、差別の解消に向けた講演会の開催などを行 う。

【2年度目標】

講演会などを通じた周知啓発により、障害者差別解消法に関する理解を促進し、合理

的配慮が提供され、また、差別事案が生じた場合に相談しやすい環境を整備する。

【実施内容】

障害者差別に関する地域の実情を共有し、障害者差別の解消に向けた相談体制の整備、

周知・啓発等について協議を行うとともに、市民に対する理解促進のための講演会を開

催する。

※学識経験者、障害者団体、人権関係団体、福祉関係団体、医療・保健機関、行政機

関の代表等の委員で構成
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歳出科 目 (P176～ P177) 3款 1項 3目 障害福祉費

単位 :千円

事 業 名 本 年 度 前 年 度 歩ヒ    車交

障害者緊急短期入所用居室確保事業 13,285 15,606 △ 2,321

主 な 財 源 主 な 経 費

一般財源 13,285 委託料 13,285

【目的】

重症心身障害児 (者)を 自宅で介護する人が病気や冠婚葬祭などの緊急的な事情により

介護できない場合、医療機関において短期入所の受入れを行 うことにより、介護者の負担

軽減及び社会参加の促進を図る。

【2年度目標】

専門の病棟を持つ医療機関における病床を確保し、重症心身障害児 (者)の介護者の負

担軽減及び社会参加の促進を図る。

【実施内容】

医療行為を必要とする重症心身障害児 (者)を 自宅で介護する人が病気や冠婚葬祭など

の緊急的な事情により介護できない場合の緊急的な受入れを行 うため、医療機関において

入院病床を 2床確保する。

実施施設 独立行政法人国立病院機構 さいがた医療センター

利用形態 医療型

対 象 者
医療行為を必要とする重症心身障害児 (者)等で病気等の事情により

介護者がいないなど、短期入所サービスの利用が必要になった人

※このほか、上越地域医療センター病院においても、空床利用による短期入所を実施。
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歳出科 目 (P176～ P179) 3款 1項 3目 障害福祉費

単位 :千円

事 業 名 本 年 度 前 年 度 歩ヒ    車交

軽 。中等度難聴児補聴器助成事業 598 318 275

主 な 財 源 主 な 経 費

県支出金

一般財源

197

396

扶助費 593

【目的】

身体障害者手帳の交付対象とならない軽 。中等度難聴児に対し、言語の習得やコミュ

ニケーション能力の向上の促進を図る。

【2年度目標】

軽 。中等度難聴児の言語の習得やコミュニケーション能力の向上を促進するため、補聴

器購入費の一部を助成することにより、経済的な負担を軽減する。

【実施内容】

・補助対象者

・聴カレベル

身体障害者手帳の交付対象 とならない 18歳未満の難聴児

30デシベル以上

(た だし、医師が補聴器の装用を必要と認めた場合はこの限 りでない)

(上限) 52,900円 (高度難聴用耳かけ型の単価 )

※両耳に装用が必要と認められる場合は、補助基準額に 2を

乗じた額を基準額とする。

・補助基準額

・補助率

世帯区分 補助率

生活保護世帯
10/10

市民税非課税世帯

市民税課税世帯 9/10

※障害者総合支援法に基づく補装具 (補聴器)の支給基準に準ずる。

※補聴器の購入費用と基準額を比較 して少ない方の額に補助率を乗 じる。

<事業内訳 >

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②―①当初予算① 実績見込み

件数 (件 ) 3 6 5 2

扶助費 (千円) 318 556 593 275
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歳出科 目 (P178～ P179) 3款 1項 3日 障害福祉費

単位 :千円

事 業 名 本 年 度 前 年 度 歩ヒ    車交

障害者就労支援事業 7,146 8,602 △ 1,456

主 な 財 源 主 な 経 費

寄附金

一般財源

1

7,145

役務費

委託料

101

6,216

負担金補助企及び交付金

829

障害のある人の就職や就労機会の拡大を図り、障害のある人が自立して自分 らしく暮 らす

ことのできる社会の実現に向けた取組を推進するもの

○農福連携障害者就労支援事業  409
【目的】

農業分野における障害のある人の就労機会の拡大や農作業を通じた生きがいづくりを

推進するほか、社会参加を目指す人の活躍の場の創出や就労意欲の向上を図る。

【2年度目標】

障害のある人の自立を実現するために必要な就労支援の一つとして農作業を推進し、

就労に必要な技術・体力・意欲を養 うとともに、より高い賃金確保を目指す。

【実施内容】

農福連携障害者就労コーディネー ト事業

農作業への従事を通 じて障害のある人の農業就労に必要なスキルの向上を図るとと

もに、農業者の障害者雇用に対する理解促進のため、受入農業者の開拓や研修会の開

催等を通じて、障害のある人が就労する障害福祉施設 と農業者 との橋渡しを行 う。

○障害者就労・定着促進業務委託  5,908
【目的】

障害者就業・生活支援センターに「ジョブサポーター」を配置し、障害のある人の状

況や障害特性に応 じた就業面及び生活面の一体的な訓練、指導その他就労に必要な支援

や職場定着に向けた支援などを行 うことにより、在宅の障害のある人の就労や職場定着

の促進を図る。

【2年度目標】

障害のある人の意向を踏まえながら、農業分野における就労先の開拓や職場実習の支

援等を積極的に行うことにより、一般就労の拡大を図る。
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【実施内容】

(1)就労に向けた支援

・在宅で生活 している障害のある人への助言や働きかけにより、積極的な就労活動の

実施を促す。

・障害福祉サービスによる訓練に必要な連絡調整を行 うとともに、訓練実施の状況を

把握する。

・企業における実習計画の作成や実習先企業への障害特性の理解促進、同行支援その

他必要な連絡調整を行 うとともに、実習実施の状況を把握する。

12)就労先企業等の開拓

障害のある人の就労先又は実習先となりうる企業等の開拓を行 う。

131 就労定着に向けた支援

障害のある人が就職 した企業等において継続的に就労できるよう、就労状況を定期

的に確認 し、必要に応 じて職場訪問を行 うなど、就労後の課題や不安等の解消に向け

た助言等を行 う。

○障害者受託作業拡大事業補助金  829
【目的】

市内の障害者福祉施設の就労 。就業活動を支援し、障害のある人の作業機会の拡大と

作業工賃の向上を図る。

【実施内容】

市内の障害者福祉施設が共同で営業活動や受注を行 うことにより、障害者の作業工賃

の引き上げにつなげることを目的に設立された「上越ワーキングネットワーク」事務局

の人件費の 2分の 1を補助する。
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歳出科 目 (P178～ P179) 3款 1項 3日 障害福祉費

単位 :千円

事 業 名 本 年 度 前 年 度 歩ヒ    較

強度行動障害支援者養成事業 56 56 0

主 な 財 源 主 な 経 費

一般財源 56 報償費

旅費

【目的】

自傷・他害行為等、危[父を伴 う行動を頻回に行う強度行動障害のある人に対し、適切な

支援を行うことのできる支援者を養成する。

【2年度目標】

研修会の開催を通じて、障害福祉サービス事業所職員等が強度行動障害のある人へ適切

に支援できるよう、職員のスキルアップを図る。

【実施内容】

障害福祉サービス事業所等の職員を対象に、強度行動障害と特性や支援方法、より実践

に即した対処の仕方等を習得する研修会を開催する。

(1)対象者

市内の障害福祉サービス事業所職員、相談支援専門員など

2)実施する研修

講義を中心とした 「基礎編」と演習を中心とした 「実践編」を 1セ ットとし、2回

実施 (1回 30人程度)
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歳出科 目 (P178～ P179) 3款 1項 4目 障害者 自立支援費

単位 :千円

事 業 名 本 年 度 前 年 度 歩ヒ    車交

介護給付・訓練等給付事業 3 907 925 3,791,856 116,069

【目的】

障害者総合支援法及び児童福祉法に基づき、障害福祉サービス等の利用に係る介護給付

費等を支給し、障害のある人が地域において安心して暮らせる環境を整備する。

【2年度目標】

計画相談会等で、障害のある人の個々の状況に応じて適切なサービスについて検討を行

い、地域で生活を送るために必要なサービスを提供する。

【実施内容】

(1)居宅介護  226,677
ヘルパーが自宅へ訪問し、自宅での入浴、排泄などの介護や家事支援、通院のため

の介助などを行う。

<事業内訳>

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②―①当初予算① 実績見込み

月平均利用人数 (人 ) 276 265 265 △

延べ利用時間 (時間) 54,812 50,889 50,844 △ 3,968

扶助費 (千円) 232,000 224,030 226,677 △ 5,323

2)同行援護  10,681
視覚障害のある人の外出時における移動にヘルパーが同行し、必要な情報の提供や

支援 (代筆・代読を含む)を行う。

<事業内訳>

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②一①当初予算① 実績見込み

月平均利用人数 (人 ) 28 25 25 △ 3

延べ利用時間 (時間) 3,416 3,036 3,204 △ 212

扶助費 (千円) 8,963 10, 846 10,681 1,718

主 な 財 源 主 な 経 費

分担金及び負担金   47

国庫支出金   1,951,074

県支出金     975,534

一般財源 98と ,270 委託料

扶助費

4,947

3,902,978
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13)行動援護  12,617
知的障害又は精神障害のある人で行動が困難な人の移動にヘルパーが同行 し、外出

時における危険回避のため必要な支援を行 う。

<事業内訳>

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②―①当初予算① 実績見込み

月平均利用人数 (人 ) 36 36 35 △ 1

延べ利用時間 (時間) 2,232 2,016 2,220 △ 12

扶助費 (千 円) 15,078 12,739 12,617 △ 2,461

惚)重度訪問介護  8,829
重度の肢体不自由により常時の介護を必要とする人に、自宅での介護や外出時の移

動支援などを総合的に行 う。

<事業内訳 >

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②―①当初予算① 実績見込み

月平均利用人数 (人 ) 3 4 4 1

延べ利用時間 (時間) 3,648 2,999 3,312 △ 386

扶助費 (千円) 11,279 8,148 8,829 △ 2,450

脩)生活介護  1,340,753

常時の介護を必要とする人に、日中において、通所施設での入浴、排泄、食事の介

護や創作的活動又は生産活動の機会を提供する。

<事業内訳 >

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②―①当初予算① 実績見込み

月平均利用人数 (人 ) 509 478 487 △ 22

延べ利用回数 (回 ) 114,888 107,772 118,560 3,672

扶助費 (千 円) 1,301,588 1,295,931 1,340,753 39,165

俗)療養介護  143,582
医療 と常時の介護を必要とする人に、医療機関への入所による機能訓練、療養上の

管理、看護、介護及び日常生活の支援を行 う。

<事業内訳 >

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②―①当初予算① 実績見込み

月平均利用人数 (人 ) 50 47 46 △ 4

扶助費 (千円) 154,854 140,592 143,582 △ 11,272
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檸)短期入所  141,996
自宅で介護する人が病気の場合などに、介護が必要な人を短期入所施設に受け入れ、

入浴、排泄、食事などの介護を行 う。

<事業内訳 >

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②一①当初予算① 実績見込み

月平均利用人数 (人 ) 192 186 194 2

延べ利用 日数 (日 ) 16,788 16,116 16,776 △12

扶助費 (千円) 143,527 131,459 141,996 △ 1,531

(制 放課後等デイサービス  210,943

在学中の障害児に尉 して、放課後や休 日。長期休暇中などに、生活能力向上のため

に必要な訓練や、社会との交流を促進するための支援を行 う。

<事業内訳 >

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②一①当初予算① 実績見込み

月平均利用人数 (人 ) 188 189 189 1

延べ利用回数 (回 ) 21,612 20,892 20,784 △ 828

扶助費 (千 円) 212,452 218,345 210,948 △ 1,509

※食事負担額への助成を含む。

団 障害児相談支援  17,104
障害児に対 し、必要な支援を行 うため、課題の解決や適切なサービス利用に向けた

サービス利用計画の作成及びモニタリングを通 したケアマネジメン トを行 う。

<事業内訳 >

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②―①当初予算① 実績見込み

月平均実施件数 (件 ) 67 90 95 28

扶助費 (千 円) 13,762 17,271 17,104 3,342

任0 就労移行支援  149,076
企業等への就労を希望する障害のある人に対 し、施設内外での就労体験、面接訓練、

就労面接の同行など、就労に必要な知識及び能力向上のための訓練を一定期間行 う。

<事業内訳 >

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②―①当初予算① 実績見込み

月平均利用人数 (人 ) 78 81 81 3

延べ利用回数 (回 ) 16,668 17,554 17,556 888

扶助費 (千円) 152,671 148,900 149,076 △ 3,595
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仕け 就労継続支援A型  98,290
-般企業等で就労が困難な人に雇用契約等に基づく働 く場を提供するとともに、知

識及び能力向上のための訓練を行 う。

<事業内訳 >

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②―①当初予算① 実績見込み

月平均利用人数 (人 ) 55 60 65 10

延べ利用回数 (回 ) 11,237 6,564 7,104 △ 4,133

扶助費 (千円) 78,388 92,510 98,290 19,902

位D 就労継続支援 B型  666,493
-般企業等での就労が困難な人に働 く場を提供するとともに、知識及び能力向上の

ための訓練を行 う。

<事業内訳 >

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②―①当初予算① 実績見込み

月平均利用人数 (人 ) 435 456 460 25

延べ利用回数 (回 ) 90,852 91,860 92,772 1,920

扶助費 (千円) 635,409 669,576 666,498 31,084

位0 自立訓練・宿泊型自立訓練  130,087
自立した日常生活又は社会生活ができるよう、2年を限度として、身体機能及び生活

能力の向上のために必要な訓練を行 う。

① 自立訓練

<事業内訳 >

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②―①碧初予算① 実績見込み

月平均利用人数 (人 ) 54 65 62 8

延べ利用回数 (回 ) 10,536 12,972 12,336 1,800

扶助費 (千円) 80,852 95,717 90,486 9,684

② 宿泊型自立訓練

<事業内訳>

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②―①当初予算① 実績見込み

月平均利用人数 (人 ) 22 29 29 7

延べ利用回数 (回 ) 7,392 9,108 9,108 1,716

扶助費 (千円) 31,990 41,070 39,601 7,611
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11硝 グループホーム  328,766

夜間や休 日、共同生活を行 う住居で、入浴、排泄、食事などの介護、その他 日常生

活上の支援を行 う。

<事業内訳 >

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②一①当初予算① 実績見込み

月平均利用人数 (人 ) 213 211 225 12

扶助費 (千円) 306,435 305ぅ 697 328,766 22,331

位0 施設入所支援  331,983
入所施設において、夜間や休日に入浴、りF泄、食事の介護等の支援を行う。

<事業内訳>

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②―①当初予算① 実績見込み

月平均利用人数 (人 ) 205 203 199 △ 6

扶助費 (千円) 327,736 334,602 331,933 4,197

仕6 相談支援  66,275
① 計画相談支援

障害のある人の自立した生活を支えるため、課題の解決や適切なサービス利用に

向けて、サービス等利用計画の作成及びモニタリングを通 したケアマネジメン トを

行 う。

<事業内訳>

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②一①当初予算① 実績見込み

月平均実施件数 (件 ) 284 294 318 34

扶助費 (千円) 59,924 58,571 64,024 4,100

② 地域相談支援

長期入院や施設から地域生活に移行する人に対 し、地域生活移行後の連絡体制を

確保 し、緊急時の相談に応 じる等の支援を行 う。

<事業内訳 >

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②一①当初予算① 実績見込み

月平均利用人数 (人 ) 19 18 18 △ 1

扶助費 (千円) 2,758 2,765 2,251 △ 507
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位り 障害者支援施設等措置委託料  318
障害のある人が周囲の支援が受けられなくなつた場合に、緊急に施設入所等の必要

な措置を行 う。

<事業内訳>

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②―①当初予算① 実績見込み

委託料 318 0 318 0

位D 給付費・医療費支払委託料  4,629
サービス事業者への給付費支払業務を新潟県国民健康保険団体連合会等に委託する。

<事業内訳 >

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②―①当初予算① 実績見込み

委託料 4,364 4,425 4,629 265

1191 高額障害福祉サービス費  6,873
① 高額障害福祉サービス費

障害福祉サービスや障害児通所支援、介護保険サービスを併用利用 している人など

に対 し、個々に設定されている月額負担上限額を超えた額を高額障害福祉サービス費

として支給する。

<事業内訳 >

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②―①当初予算① 実績見込み

扶助費 4,027 4,132 3,898 △ 134

② 新高額障害福祉サービス費

65歳に達するまでの 5年間、障害福祉サービスを利用 していた非課税世帯等の高齢

者に対 し、介護保険サービス移行後の利用者負担額を軽減するため、負担額を新高額

障害福祉サービス費として支給する。

<事業内訳>

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②―①当初予算① 実績見込み

扶助費 4,848 3,048 2,980 △ 1,868

修0 児童発達支援サービス費 12,003

就学前の障害児に対 して、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、

集団生活への適応訓練、その他必要な支援を行 う。

<事業内訳>

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②一①当初予算① 実績見込み

扶助費 8,633 5,873 12,003 3,370
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歳出科 目 (P178～ P179) 3款 1項 4目 障害者 自立支援費

単位 :千円

事 業 名 本 年 度 前 年 度
'ヒ

    車交

補装具費支給事業 45,032 46,657 △ 1,625

主 な 財 源 主 な 経 費

国庫支出金

県支出金

一般財源

22,516

11,258

11,258

扶助費 45,032

【目的】

国の制度に基づき、身体に障害のある人の身体機能を補完又は代替する用具の購入及び

修理に係る費用を支給し、経済的負担の軽減を図るとともに、自立や社会参加を促進する。

【2年度目標】

医療機関や障害者施設、更生相談所、補装具作成業者等と連携し、補装具を必要とする

障害のある人に対し、障害特性に適した補装具を支給する。

【実施内容】

<事業内訳>

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②―①当初予算① 実績見込み

件数 (件 ) 490 489 456 △ 34

扶助費 (千円) 46,657 4,584 45,032 △ 1,625

<主な対象品目>

区 分 補 装 具 名

視覚障害 視覚障害者用安全つえ、義眼、眼鏡

聴覚障害 補聴器

音声機能障害 重度障害者用意思伝達装置 (肢体不自由の認定が必要)

肢体不自由
義肢、装具、車椅子、電動車椅子、歩行補助つえ、座位保持装置、

歩行器

内部障害

(呼吸機能障害)

車椅子
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歳出科 目 (P178～ P179) 3款 1項 4目 障害者自立支援費

単位 :千円

事 業 名 本 年 度 前 年 度 歩ヒ    較

日常生活用具給付事業 45,892 42,894 2,998

主 な 財 源 主 な 経 費

国庫支出金

県支出金

一般財源

13,991

7,078

24,823

扶助費 45,892

【目的】

重度の障害のある人等に安全かつ容易に使用できる実用的な用具を給付することにより、

日常生活上の困難を改善し、自立と社会参加を促進する。

【2年度目標】

医療機関や障害者施設、日常生活用具取り扱い業者等と連携し、日常生活用具を必要と

する障害のある人に対し、心身の状態に適した日常生活用具を速やかに支給する。

【実施内容】

身体障害者手帳等の交付を受けた人や難病忠者及び小児慢性特定疾病児童を対象に日常

生活を快適に過ごすための用具を給付する。

<事業内訳 >

区 分
令和元年度 令和 2年度

予算②

比較増減

②一①当初予算① 実績見込み

件数 (件 ) 4,420 4,559 4,723 303

扶助費 (千円) 42,894 44,747 45,892 2,998

<主な対象品目>

区 分 品 名

視覚障害
視覚障害者用ボータブル レコーダー、視覚障害者用拡大誘書器、
視覚障害者用血圧計

聴覚障害 聴覚障害者用屋内信号装置、聴覚障害者用通信装置

肢体不自由 移動・移乗支援用具、入浴補助用具、居宅生活動作補助用具

呼吸器機能障害 ネブライザー (吸入器)、 電気式たん吸引器

膀脱直腸機能障害 ス トマ用装具、紙おむつ

知的 。精神障害 頭都保護帽

難病患者 パルスオキシメーター (動脈血中酸素飽和度測定器 )

その他 人工喉頭 (笛式、電気式、埋込型用人工鼻)
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